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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (千円) 23,229,489 23,411,675 31,247,181

経常利益 (千円) 1,136,630 1,575,144 1,522,003

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 595,456 918,405 979,442

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △306,203 1,136,787 409,856

純資産額 (千円) 45,231,061 46,793,375 45,947,062

総資産額 (千円) 64,881,101 64,899,323 66,464,993

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 12.30 18.98 20.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.7 67.7 64.8

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 9.21 10.04

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

２ 【事業の内容】
当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、民間設備投資が堅調に推移しているものの、個人消費で消費

増税前の駆け込み需要の反動減が生じていることに加え、世界経済の減速を背景に輸出が低迷し企業業績が悪化す

るなど、景気動向が不透明さを増している状況にある。

線材加工製品業界においては、建設向けの需要が増加したものの、自動車向けの需要減に加え、獣害防護柵に関

する公共予算の一層の縮小等により、市場環境は依然として厳しい状況が継続している。また、主原料価格の上昇

等のコストプッシュに引き続き直面しており、これらの調達コスト増を製品価格に適切に転嫁することが収益を確

保する上で不可欠となっている。

このような状況の中、当社グループは収益改善に向けて積極的に取り組んだ結果、財政状態及び経営成績は以下

のとおりとなった。

　a．財政状態

　（資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は64,899百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,565百万円の減少となっ

た。流動資産は31,827百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,409百万円の減少となった。これは主に現金及び預

金の減少によるものである。固定資産は33,072百万円となり、前連結会計年度末に比べ156百万円の減少となった。

これは主にソフトウエアの減少によるものである。

　

　（負債の部）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は18,105百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,411百万円の減少とな

った。流動負債は11,180百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,737百万円の減少となった。これは主に１年内返

済予定の長期借入金の減少によるものである。固定負債は6,925百万円となり、前連結会計年度末に比べ325百万円

の増加となった。これは主に長期借入金の増加によるものである。

　

　（純資産の部）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は46,793百万円となり、前連結会計年度末に比べ846百万円の増加とな

った。この結果、自己資本比率は67.7％となった。

　b．経営成績

当第３四半期連結累計期間の経営成績については、売上高は品種構成の好転を含めた販売価格の改善により、

23,411百万円と前年同期に比べ182百万円（0.8％）の微増となった。

利益面においては、主原料コストが上昇したものの、販価改善やコスト削減の推進により、営業利益は1,316百万

円と前年同期に比べ434百万円（49.2％）の増益、経常利益は1,575百万円と前年同期に比べ438百万円（38.6％）の

増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は918百万円と前年同期に比べ322百万円（54.2％）の増益となった。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

また、セグメント利益は、営業利益ベースの数値である。
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普通線材製品

普通線材を素材とした各種めっき鉄線、また、めっき鉄線を素線とした加工製品からなり、公共土木向けのかご、

落石防護網及び民間向けの各種フェンス等に使用されている。

　売上高は、国内の販売数量が増加し平均販価が改善したものの、海外子会社の解散決議に伴う販売数量減により、

7,321百万円と前年同期に比べ242百万円（△3.2％）の減収となった。

　セグメント利益は、海外子会社における前年同期の赤字解消に加え、販価改善や増産効果、コスト削減等の収益

改善により、618百万円と前年同期に比べ136百万円（28.3％）の増益となった。

　

特殊線材製品

特殊線材を素材とした硬鋼線、各種めっき鋼線、鋼平線、鋼より線、ワイヤロープ等からなり、自動車向け、電

力通信向け及び公共土木向け等、多岐に渡って使用されている。

　売上高は、販売価格が改善したものの、自動車向け及び鋼索分野等の販売数量が減少したことにより、11,099百

万円と前年同期に比べ149百万円（△1.3％）の減収となった。

　セグメント損失は、販価改善やコスト削減等の収益改善があったものの、主原料価格の上昇等のコスト増及び減

産影響により、12百万円と前年同期に比べ168百万円（前年同期は155百万円の利益）の減益となった。

　

鋲螺線材製品

鋲螺線材を素材としたトルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びＧＮボルト等からなり、主として建築向けに

使用されている。

　売上高は、販売価格の改善により、4,417百万円と前年同期に比べ577百万円（15.0％）の増収となった。

　セグメント利益は、主原料価格の上昇等のコスト増を販価改善や増産効果、コスト削減等の収益改善が上回った

ことにより、614百万円と前年同期に比べ429百万円（231.8％）の大幅増益となった。

　

不動産賃貸

主に賃貸用不動産を所有・経営している。

　売上高は、大阪市に建設した倉庫の賃貸を開始したことにより、126百万円と前年同期に比べ24百万円（23.7％）

の増収となり、セグメント利益は83百万円と前年同期に比べ19百万円（30.5％）の増益となった。

　

その他

めっき受託加工及び副産物の売上高は、446百万円と前年同期に比べ28百万円（△5.9％）の減収となったものの、

セグメント利益は12百万円と前年同期に比べ17百万円（前年同期は４百万円の損失）の増益となった。

(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は25百万円である。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】
当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 117,243,000

計 117,243,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2020年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,755,478 51,755,478
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株である。

計 51,755,478 51,755,478 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年12月31日 ― 51,755,478 ― 10,720,068 ― 10,888,032

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,357,600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,335,900 483,359 ―

単元未満株式 普通株式 61,978 ― ―

発行済株式総数 51,755,478 ― ―

総株主の議決権 ― 483,359 ―

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株(議決権

13個)含まれている。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が74株含まれている。

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日亜鋼業株式会社

兵庫県尼崎市中浜町19番地 3,357,600 ― 3,357,600 6.49

計 ― 3,357,600 ― 3,357,600 6.49

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,574,790 11,167,357

受取手形及び売掛金 ※１ 8,249,139 ※１ 8,139,588

電子記録債権 ※１ 2,510,474 ※１ 3,087,584

有価証券 - 705,350

製品 5,240,710 5,133,636

仕掛品 1,006,700 1,007,624

原材料及び貯蔵品 2,211,015 2,196,747

その他 448,591 394,643

貸倒引当金 △5,235 △5,428

流動資産合計 33,236,185 31,827,104

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,918,260 4,180,252

機械装置及び運搬具（純額） 3,473,039 3,221,270

土地 9,110,955 9,110,955

建設仮勘定 341,315 398,061

その他（純額） 136,626 146,613

有形固定資産合計 16,980,196 17,057,153

無形固定資産

ソフトウエア 389,092 238,772

ソフトウエア仮勘定 622 1,405

その他 3,895 3,553

無形固定資産合計 393,609 243,731

投資その他の資産

投資有価証券 14,039,195 13,975,496

退職給付に係る資産 169,176 178,708

繰延税金資産 396,335 313,437

その他 1,279,118 1,332,510

貸倒引当金 △28,825 △28,818

投資その他の資産合計 15,855,001 15,771,333

固定資産合計 33,228,807 33,072,218

資産合計 66,464,993 64,899,323
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１ 4,019,565 ※１ 3,723,481

電子記録債務 ※１ 2,302,107 ※１ 2,564,897

短期借入金 1,725,095 2,016,000

1年内返済予定の長期借入金 2,792,000 860,000

未払金 1,003,694 810,830

未払法人税等 479,359 183,973

賞与引当金 260,786 76,310

関係会社整理損失引当金 611,112 338,341

災害損失引当金 168,566 25,579

その他 555,590 580,613

流動負債合計 13,917,879 11,180,029

固定負債

長期借入金 3,859,000 4,101,000

繰延税金負債 516,057 529,494

役員退職慰労引当金 202,834 210,438

退職給付に係る負債 1,960,588 2,023,438

その他 61,570 61,546

固定負債合計 6,600,051 6,925,917

負債合計 20,517,931 18,105,947

純資産の部

株主資本

資本金 10,720,068 10,720,068

資本剰余金 10,888,051 10,888,051

利益剰余金 21,432,596 22,060,614

自己株式 △1,021,358 △1,021,445

株主資本合計 42,019,358 42,647,288

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 829,555 1,020,305

為替換算調整勘定 305,171 300,650

退職給付に係る調整累計額 △75,690 △62,697

その他の包括利益累計額合計 1,059,036 1,258,258

非支配株主持分 2,868,667 2,887,828

純資産合計 45,947,062 46,793,375

負債純資産合計 66,464,993 64,899,323
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 23,229,489 23,411,675

売上原価 18,780,881 18,591,038

売上総利益 4,448,608 4,820,636

販売費及び一般管理費 3,566,099 3,504,102

営業利益 882,509 1,316,533

営業外収益

受取利息 92,862 92,900

受取配当金 243,539 250,136

有価証券売却益 5,443 207

太陽光売電収入 46,345 47,326

受取賃貸料 24,131 25,218

雑収入 21,896 17,226

営業外収益合計 434,219 433,015

営業外費用

支払利息 56,613 22,696

持分法による投資損失 75,156 75,260

太陽光売電原価 26,628 24,918

為替差損 3,651 43,218

雑支出 18,048 8,309

営業外費用合計 180,099 174,403

経常利益 1,136,630 1,575,144

特別利益

投資有価証券評価益 16,065 6,749

固定資産売却益 57 -

災害による保険金収入 ※１ 65,307 ※１ 30,680

特別利益合計 81,430 37,430

特別損失

投資有価証券評価損 - 227,976

固定資産除却損 23,841 13,129

解体撤去費用 35,415 23,843

災害による損失 ※２ 321,556 ※２ 26,912

特別損失合計 380,812 291,863

税金等調整前四半期純利益 837,248 1,320,711

法人税等 352,374 384,808

四半期純利益 484,873 935,903

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△110,582 17,498

親会社株主に帰属する四半期純利益 595,456 918,405
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純利益 484,873 935,903

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △768,887 194,708

繰延ヘッジ損益 215 -

為替換算調整勘定 △19,869 △17,514

退職給付に係る調整額 20,939 17,355

持分法適用会社に対する持分相当額 △23,475 6,335

その他の包括利益合計 △791,076 200,884

四半期包括利益 △306,203 1,136,787

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △174,525 1,117,627

非支配株主に係る四半期包括利益 △131,677 19,160
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理している。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理している。

前連結会計年度

(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(2019年12月31日)

受取手形 769,069千円 373,280千円

電子記録債権 650,788千円 721,587千円

支払手形 186,876千円 254,308千円

電子記録債務 786,736千円 737,806千円

　 ２ 保証債務

　 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っている。

前連結会計年度

(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(2019年12月31日)

TSN Wires Co., Ltd. 656,120千円 683,535千円

(188,000千THB) (188,301千THB)
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 災害による保険金収入

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

2018年９月の台風被害による損失に対する保険金の受取額である。

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

2018年９月の台風被害による損失に対する保険金の受取額である。

※２ 災害による損失

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

2018年９月の台風被害による損失額を計上しており、その内訳は被災した資産の復旧工事費用、固定資産除却損、

棚卸資産処分損、操業休止期間中の固定費である。このうち、災害損失引当金繰入額は183,169千円である。

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

2018年９月の台風被害による損失額を計上しており、その内訳は被災した資産の復旧工事費用である。このうち、

災害損失引当金繰入額は20,730千円である。

また、2019年10月の台風被害による損失額6,182千円を計上しており、その内訳は被災した資産の棚卸資産処分損

である。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

る。

前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

減価償却費 1,134,327千円 1,148,439千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 193,596 4 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

2018年11月９日
取締役会

普通株式 145,195 3 2018年９月30日 2018年12月５日 利益剰余金

（注）2018年６月28日定時株主総会における１株当たり配当額には創業110周年記念配当１円が含まれている。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項なし。

３．株主資本の著しい変動

　該当事項なし。

当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 145,194 3 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

2019年11月12日
取締役会

普通株式 145,193 3 2019年９月30日 2019年12月５日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項なし。

３．株主資本の著しい変動

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

（注）１
合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額

(注) ２
普通線材

製品

特殊線材

製品

鋲螺線材

製品

不動産

賃貸
計

売上高

外部顧客への売上高 7,564,142 11,249,086 3,839,602 102,222 22,755,053 474,436 23,229,489 ― 23,229,489

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,564,142 11,249,086 3,839,602 102,222 22,755,053 474,436 23,229,489 ― 23,229,489

セグメント利益又は

損失(△)
482,315 155,973 185,198 63,677 887,165 △4,655 882,509 ― 882,509

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、めっき受託加工等を含んでいる。

　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他

（注）１
合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額

(注) ２
普通線材

製品

特殊線材

製品

鋲螺線材

製品

不動産

賃貸
計

売上高

外部顧客への売上高 7,321,990 11,099,829 4,417,005 126,433 22,965,258 446,416 23,411,675 ― 23,411,675

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 7,321,990 11,099,829 4,417,005 126,433 22,965,258 446,416 23,411,675 ― 23,411,675

セグメント利益又は

損失(△)
618,735 △12,385 614,493 83,124 1,303,968 12,564 1,316,533 ― 1,316,533

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、めっき受託加工等を含んでいる。

　 ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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(金融商品関係)

前連結会計年度末(2019年３月31日)

　 　(単位：千円)

科目
連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

現金及び預金 13,574,790 13,574,790 ― (注)１

電子記録債権 2,510,474 2,510,474 ― (注)１

有価証券及び投資有価証券 11,594,141 11,594,141 ― (注)２

電子記録債務 2,302,107 2,302,107 ― (注)３

短期借入金 1,725,095 1,725,095 ― (注)３

未払金 1,003,694 1,003,694 ― (注)３

長期借入金（※１） 6,651,000 6,679,218 28,218 (注)４

デリバティブ取引（※２） (―) (―) ― (注)５

（※１）１年内返済予定の長期借入金を含む。

　 （※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示している。

当第３四半期連結会計期間末(2019年12月31日)

　企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動

が認められるものは、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に

は含めていない。

　 　(単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

現金及び預金 11,167,357 11,167,357 ― (注)１

電子記録債権 3,087,584 3,087,584 ― (注)１

有価証券及び投資有価証券 12,304,717 12,304,717 ― (注)２

電子記録債務 2,564,897 2,564,897 ― (注)３

短期借入金 2,016,000 2,016,000 ― (注)３

未払金 810,830 810,830 ― (注)３

長期借入金 (※１) 4,961,000 4,972,143 11,143 (注)４

デリバティブ取引 ― ― ― (注)５

　 （※１）１年内返済予定の長期借入金を含む。

（注）１．現金及び預金並びに電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注）２．有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券、投資信託等は取引所の価格又は取引金

融機関から提示された価格によっている。

　なお、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりである。

(単位：千円)

区分 2019年３月31日 2019年12月31日

非上場株式 2,395,054 2,326,129

その他 50,000 50,000
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（注）３．電子記録債務及び短期借入金並びに未払金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注）４．長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定している。変動金利による長期借入金の一部については金利スワップの特例処理の対象とされ、当該金

利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定している。

（注）５．デリバティブ取引

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。
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(有価証券関係)

前連結会計年度末(2019年３月31日)
　

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 4,560,084 5,531,269 971,185

債券

社債 3,889,605 4,052,122 162,517

その他 1,765,400 1,781,772 16,372

その他 179,289 228,977 49,687

計 10,394,379 11,594,141 1,199,761

　

当第３四半期連結会計期間末(2019年12月31日)

　その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期連結

貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。
　

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 4,335,207 5,652,693 1,317,485

債券

社債 3,839,605 3,967,718 128,113

その他 2,465,400 2,442,144 △23,256

その他 185,094 242,161 57,066

計 10,825,306 12,304,717 1,479,410

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

１株当たり四半期純利益 12円30銭 18円98銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 595,456 918,405

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

595,456 918,405

普通株式の期中平均株式数(株) 48,398,649 48,397,853

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

　 2019年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

　 ① 配当金の総額 145,193千円

　 ② １株当たりの金額 ３円00銭

　 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年12月５日

　 （注）2019年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

2020年２月12日 

日亜鋼業株式会社 

取締役会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 浅   井   愁   星 印 

 
指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 安    田    智    則 印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日亜鋼業株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日亜鋼業株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 
 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。 

 


